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12％にとどまっています。昨年の4月には、中国の人々に「歴史認識の影響
要因」について、随分直接的な聞き方をしたなと思いますけれども、調査が
行われています（朝日新聞、2005年4月27日）。その結果は、「学校教育」
42％、「新聞・テレビ」24％、「映画・ドラマ」15％、「記念館・歴史施設」11％で
す。「記念館・歴史施設」というのは、江沢民政権時代の遺産だとよく言われ
ますけども、確かにかなり多くの小学生や中学生が今も訪れているようで
す。私も盧溝橋にある施設を訪れたことがありますが、その日は休日にも
かかわらず、多くの小学生や中学生が見学に来ていました。「その日だけ特
別なのか」と中国人の大学院生に聞いたところ、「通常は見学コースに組み
入れられている」と答えが返ってきました。毎日のように、見学者が数多く
いるようです。
　これらのことから、どうやら日本社会に対する中国社会の信頼度の低さ
が、反日運動の底流にはあると思われます。確かに反日運動というのは、直
接のきっかけは日本の国連安全保障理事国入りでした。歴史認識もきちん
と総括できない、いまだに時々国会議員などが問題発言をするような国が
安全保障理事会に入ることには反対だというわけです。こうした意見は日
本から見ると、「いつまでも同じことを言って批判している」ということに
なります。しかし、その発足の経緯からわかるように、国際連合は第二次世
界大戦の戦勝国によって作られたわけです。従って、常任理事国の中に日
本が入ろうということがやはり戦勝国の側にとっては非常に抵抗がある
ことだし、しかも歴史認識の側面で、歴史をきちんと反省していない社会
が、国が、その資格があるのかということになります。こうした考え方が、
民衆レベルで広く共有されることによって、大きな反日運動へと展開され
たと考えられます。このことは、日本と中国が逆の立場に立った場合、かな
りの程度納得できることだろうと思います。
　以上のことから、中国では学校教育などで育成された反日意識が、日本
の政治家たちの度重なる失言、教科書問題、領土問題などに関する中国の
メディアの報道により波状的に刺激され顕在化してきたと言えます。
　あるいはよく言われるように、中国内部に権力闘争が存在し、それと反
日デモが関係している、あるいは党が裏で仕掛けているちった見方もあり
ます。しかし、今ご紹介してきた調査を普通に読んで解釈しますと、あるい

メディア・ナショナリズム－日中摩擦を事例に－　　13























































































































西川　敏之、加藤　紘捷、大坂　恵里、
松平　光徳、山崎　善久



FIFTEENTH ISSUE 2007

ARTICLES
“Media-Nationalism” : A Case Study of the
　Conflict between Japan and China, 2005

Yutaka OISHI

The Origin of Zhonghua (Chinese) Nationalism Toshio KUMADA

The U.S. Presidential Election in 2008 Charles F. BURKE
Toshiyuki NISHIKAWA
                        （Trans.）




